
 

 

1-01 地域産業の振興 

 

 

 

視 点 
●地域産業が元気で、地域経済が活発なまちにすること 

●新しい雇用をつくり出し、市民の経済生活が安定したまちにすること 

 

 

1-01-01 創  業

 

令和８年度の目指す姿  

●地域の特色を生かした産業やサービスが生まれ、新規事業が展開されることにより市内経済の活

性化が図られています。 

 

前 期 ５ 年 間 の 検 証  

●創業支援対象者数については、留萌信用金庫や留萌商工会議所との情報共有や創業支援機関との

連携などにより、相談者数は目標を達成していますが、新規創業が大きく増加する状況には至っ

ていないことから、新たに制定した「留萌市地元企業応援基本条例」に基づく支援体制を充実さ

せることで、創業者の増加を目指す取り組みを進めることが必要です。 

 

現 状 と 課 題  

●地元企業や商店の廃業が相次ぎ、新規創業も少なく後継者不足も課題として浮き彫りとなってお

り、地域経済の低迷が続いています。 

 

後期５年間の方向性  

●令和３年７月施行の「留萌市地元企業応援基本条例」に基づき、創業・起業に対してより効率的

に活用できる新たな支援を実施し、地域の特色を生かした新規事業による経済活性化を目指しま

す。 

●留萌信用金庫・留萌商工会議所・留萌市の三者で締結した「創業支援に関する業務提携」に基づ

き、創業支援や起業しやすい環境づくりに取り組みます。 

●「産業競争力強化法に基づく創業支援等事業計画」に基づき、旭川市を中心とした道北６市３町

の連携を一層強化していくことで、市内での新規創業につながる活気の醸成を図ります。 

 

数 値 目 標 ※現状：Ｒ2

指 標 項 目 現状 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 

創業支援対象者数 (件) 3 2 2 2 2 2

 

 

1-01-02 中小企業 

 

令和８年度の目指す姿  

●市外からの進出企業も含め、地元の企業や商店とともに経済団体や支援機関等と情報交換を行

い、知恵を出し合うことにより経営が安定し、持続可能な経済活動が定着してきています。 
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1-01 地域産業の振興 
 

 

前 期 ５ 年 間 の 検 証 

●中小企業の活力ある事業活動は、地域経済の活性化に不可欠な要素であり、その振興策について

は、留萌商工会議所、留萌市商店街振興組合連合会などの経済団体や市内金融機関と連携し、施

策を実施しているところですが、前期基本計画の目指す姿の「活力に満ちた経済活動が定着して

きている」という状況ではなく、また、新型コロナウイルス感染症の影響により中小企業の経営

環境は大変厳しい状況に直面していることから、今後は、新たに制定した「留萌市地元企業応援

基本条例」に基づく中小企業の支援施策が有効に活用されるための業務管理を進めていくことが

必要です。 

 

現 状 と 課 題  

●都市部における経済の回復は見られたものの、地方経済については、景気回復の実態がないまま、

新型コロナウイルス感染症のまん延や長期化によって、社会全体の生活動向が変容し、地域の経

済活動に大きな打撃を与えています。 

●中小企業、個人事業主が大多数を占める市内事業者においては、長期間の苦境を強いられ大変厳

しい状況にあり、事業者が継続を断念するケースが見られています。 

●住宅改修事業等については、予定件数に達する状況が多い中、建築関連事業者への効果は大きく、

ニーズも高い状況です。 

 

後期５年間の方向性  

●令和３年７月施行の「留萌市地元企業応援基本条例」に基づく中小企業の支援施策において、企

業の経営革新や設備導入といった経営の効率化に対する取り組みや事業の維持・継続、事業承

継・事業引継ぎ支援など、様々な施策について留萌商工会議所をはじめとする関係機関と連携し、

地域経済の活性化を目指します。 

 

数 値 目 標 ※現状：Ｒ2

指 標 項 目 現状 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 

留萌市法人市民税課税法人数 (法人) 634 668 666 664 662 660

留萌市法人市民税課税額 (百万円) 152.1 173.0 172.5 172.0 171.5 171.0

留萌商工会議所会員数 (法人) 584 584 580 578 576 574

 

 

1-01-03 雇用・労働 

 

令和８年度の目指す姿  

●経済環境の変化に対応するため、デジタル人材をはじめとする様々な分野の担い手が育成される

とともに、事業承継による雇用の維持やテレワーク（情報通信技術を活用した時間や場所を有効

に活用できる柔軟な働き方）環境の整備が進むなど、新たな雇用が増え、雇用環境が安定してき

ています。 

●失業者や非正規雇用者、専業主婦（主夫）やシニア世代の方々が就労するための条件が整うとと

もに、現役世代も含め、キャリアアップ（より高い能力を身につけて経歴を高めること）を目指

すなど積極的にチャレンジできる環境が徐々に整ってきています。 

●若者達が地元に就職や起業し、早期に離職等することなく、経済の担い手の一員となってきてい

ます。 
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1-01 地域産業の振興 

 

 

前 期 ５ 年 間 の 検 証 

●新産業の創出や企業立地による新たな雇用の創出、中小企業の経営安定に伴う雇用の安定化を図

る必要がある一方で、地元企業や商店の廃業が相次ぎ、新規創業も少なく後継者不足も課題とし

て浮き彫りとなっており、地域経済の低迷が続いている状況から、「留萌市地元企業応援基本条

例」及び「留萌市企業進出応援基本条例」に基づく中小企業の支援と企業立地の促進支援を積極

的に活用していただくことが重要です。 

 

現 状 と 課 題  

●有効求人倍率は、一定の数値が維持されている状況ですが、特定の業種による求人が多いことか

ら、求職者が多様な職種を選択できる状況ではないのが現状です。 

●社会経済情勢の変化に的確に対応できる人材や労働力の確保が厳しい業種があります。 

●新規学卒者の就職率は好調である一方、道内の他都市と同様、就職後の離職率の傾向が高く歯止

めがかからないのが現状です。 

 

後期５年間の方向性  

●産業の担い手確保及び育成、雇用の条件改善や安定化を図るとともに、若者が魅力を感じる雇用

環境やサテライトオフィス（企業又は団体の本拠から離れた所に設置された事務所）、ワーケー

ション（観光地などで働きながら休暇を取る過ごし方）などのテレワーク（情報通信技術を活用

した時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方）を可能とする環境整備に努めます。 

●北海道で実施している「ＵＩＪターン新規就業支援事業（移住支援事業・マッチング支援事業）」

等を活用し、求職者が積極的にチャレンジできる環境づくりを進めていきます。 

●多様な雇用の拡大に向け、季節労働者のほか、シニアや専業主婦（主夫）を中心とした職業能力

開発の実施に加え、キャリアアップ（より高い能力を身につけて経歴を高めること）などを目的

としたリカレント教育（学校教育から一度離れたあともそれぞれのタイミングで学び直し、仕事

で求められる能力を磨き続けていくこと）の推進に努めます。 

●高校を卒業した地元の若者、大学や専門学校を卒業後、また、地元以外で就職した後の再就職先

としても、再び地元に戻って就労したいと思える若者に、魅力ある雇用の場の創出や環境を整備

していきます。 

 

 

 

1-01-04 水産加工・特産品 

 

令和８年度の目指す姿  

●かずの子を中心とした水産加工品の消費拡大が図られています。 

●地域資源や加工技術を活用した、付加価値の高い魅力ある特産品が創出されています。 

 

  

数 値 目 標 ※現状：Ｒ2

指 標 項 目 現状 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 

月間有効求人倍率 (倍) 1.42 1.50 1.50 1.50 1.50 1.50

新規学卒者就職率 (％) 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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1-01 地域産業の振興 

 

 

前 期 ５ 年 間 の 検 証 

●水産加工については、原材料不足や生活様式の変化により、特産品であるかずの子の加工生産量

が落ちているものの、「かずの子加工生産日本一のマチ」であることに変わりはなく、今後もか

ずの子を中心とした水産加工品のＰＲ事業を展開し、量だけではなくかずの子の健康機能性をＰ

Ｒし、認知度の向上を図っていくことが重要です。 

●水産加工生産量の落ち込みについては、水産加工事業者の倒産等により、平成 27 年度から令和

２年度までに 19 社から 14 社へ減少したほか、新型コロナウイルス感染症の影響により北米ニシ

ン漁の操業が行えなかったことに伴う原材料不足も影響しています。 

 

現 状 と 課 題  

●景気の低迷や消費の減少、さらには新型コロナウイルス感染症の影響により原材料確保が困難な

状況にあることなど、水産加工業を取り巻く環境は厳しい状況にあり、基幹産業の一つである水

産加工業の低迷は地域経済に多大な影響を与えています。 

●特産品の販売は、地域経済の活性化にとって重要な要素であり、全国区の知名度を誇る水産加工

品も開発されています。 

 

後期５年間の方向性  

●留萌のかずの子の伝統・文化の継承や知名度の向上を図るとともに、販路・消費拡大を目指すた

め、留萌水産物加工協同組合と連携し、かずの子を中心とした水産加工品のＰＲやかずの子の健

康機能性など、魅力の向上に努めていきます。 

●留萌地域の特産品や資源を活用した新たな商品開発等において、民間企業や学術機関と連携した

産学官連携の取り組みを推進し、地域経済の活性化に努めていきます。 

 

数 値 目 標 ※現状：Ｒ2

指 標 項 目 現状 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 

水産加工品生産量 (ｔ) 6,025 6,085 6,140 6,195 6,250 6,300

市町村特産品リスト「満足いろいろ北

海道」登録品数 
(品) 33 35 35 35 35 35

 

 

1-01-05 移住・定住促進 

 

令和８年度の目指す姿  

●慢性的な人口減少の要因である転出を抑制するとともに、転入を促進するため、市内での就業や

起業を支援する施策の推進、市内への進学を促進するための環境整備により、市外からの移住や

Ｕターンなどにより定住の促進が図られています。 

 

前 期 ５ 年 間 の 検 証 

●平成 22 年度に地域おこし協力隊制度の活用の開始から、これまでに 18 人を採用し、そのうち７

人が定住していますが、定住率が低く、協力隊員との連携やサポート体制を確立することが重要

です。 
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1-01 地域産業の振興 
 

 

現 状 と 課 題  

●社会減・自然減ともに高い水準にあり、また、国や北海道の出先機関が多く、転勤の多い土地柄

から、生産年齢人口の転出が顕著となっており、また、５年前と比較すると 60～64 歳の年齢層

における転出超過が多くなっています。 

●新型コロナウイルス感染症の影響により、離職や都会での住みにくさから、若者を中心に地方回

帰の流れが進んでおり、また、リモートワーク（働く場所以外は職場と同じ条件で勤務する働き

方）化が進み、企業においても出社通勤による仕事以外の新しいワークスタイルの導入が進めら

れています。 

●「住まい」や「仕事」に対するワンストップでの移住・定住情報の充実や発信力の強化、市外在

住者が安心して移住・定住できる支援体制の拡充や移住者のネットワークづくりに向けた体制構

築が課題となっています。 

 

後期５年間の方向性  

●都市圏からのＵＩＪターンや新規就業を促進するため、「移住・定住」に関する情報発信のほか、

移転費用や新規就農、漁業等への支援、市内企業へのマッチングを推進します。 

●留萌市を選び、定住できるよう、地域おこし協力隊としての活動期間及び退任後も定住に向けた

支援や起業支援を実施し、主体的な地域づくりを促進します。 

●スポーツの競技力強化や文化、学力の向上を応援し、目標に向かって意欲的に取り組みたい学生

など市外からの移住を促進するため、地元高校との連携による教育水準の質向上に向けた取り組

みや部活動等における指導者人材の確保のほか、越境学生の受け入れに向けて、市内で里親を募

るなどの住環境支援を進め、また、留萌を離れた後でも「第２のふるさと」留萌を思い出し、将

来における関係人口として、Ｕターンによる、定住促進に向けた長期的な施策を展開します。 

 

 

 

1-01-06 企業進出と誘致 

 

令和８年度の目指す姿  

●「留萌市企業進出応援基本条例」に基づき、柔軟に対応可能な支援メニューや企業と連携した共

同試験研究の実施、企業立地セミナーなどの情報収集により、幅広く企業誘致施策の展開が図ら

れています。 

●企業誘致において、留萌市が進めている地域特性を生かした施策や抱えている地域課題解決にマ

ッチングする市外企業への積極的な誘致や進出が図られています。 

 

 

  

数 値 目 標 ※現状：Ｒ2

指 標 項 目 現状 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 

留萌市への移住受入支援数 (人) 0 10 15 20 25 30

越境学生等の受入支援数 (人) 0 5 10 15 20 25
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1-01 地域産業の振興 
 

 

前 期 ５ 年 間 の 検 証 

●事業所数、製品出荷額、従業者数について、 近の５年間においては、平成 21 年度数値と比較

してすべて減少し、特に事業所数や製造品出荷額が半減しており、また、地場の中小企業の経営

基盤が脆弱であることや従業員の高齢化、後継者不足、技術革新や情報化の遅れなどがあること

から、近年の産業構造の変化などに対応した振興策が急務となっています。 

 

現 状 と 課 題  

●企業誘致できる工場跡地・遊休地等の情報収集や工場立地に対する優遇措置を講じてきたところ

ですが、道央圏における空港、港湾等のハブ機能や大消費地からの距離的優位性、さらには、エ

ネルギー供給や大規模工場立地が可能な地域に、集約的に企業立地が進められている現状から、

同様の企業誘致活動を展開するのは困難な状況です。 

●民間との連携や協働を基軸として、地域産業の活性化や新たな雇用確保につなげることが重要で

あり、民間企業のノウハウや資金を引き出しながら、地域振興につなげていくことや留萌港の利

活用の促進のため、留萌市への誘致が有効となる業種の選定や誘致促進につながる支援施策の構

築が求められています。 

 

後期５年間の方向性  

●留萌市に必要な企業や優秀な人材等を誘致するため、「留萌市企業進出応援基本条例」に基づき、

進出企業のニーズをとらえた柔軟な対応が可能な支援メニューの構築や企業と連携した共同試

験研究の実施、企業立地セミナーや企業訪問などにより情報を収集しながら、新たな視点による

企業誘致活動を研究し幅広い企業誘致施策を展開します。 

●市外企業と地元企業とのマッチングにより、留萌管内にある未利用資源を活用した商品開発を通

じ、管内農林漁業者の所得向上と雇用の確保、新たな生産ラインの構築など、地域産業の育成を

図ります。 

●留萌市が進めようとしている地域特性を生かした施策や抱えている地域課題解決にマッチング

する市外企業へ積極的にアプローチし、企業の進出や誘致に努めます。 

 

 

 

  

数 値 目 標 ※現状：Ｒ2

指 標 項 目 現状 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 

域外企業との連携件数 （件） 4 7 8 9 10 11
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